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小渕改造内閣に望む 

－21世紀への国創りに向けたリーダーシップを－ 
1999年 10月 15日 

社団法人 経済同友会 
  

構造改革につながる総合経済政策  
１．公共事業  
 先に規模ありきで事業を積み上げる方法は、すでに限界に来ている。まず事業を厳し

く選別し、規模はその結果として決まる、という発想転換が必要である。 
 したがって第 2次補正予算の策定にあたっては、まず、国民にとって効果のわかりやす
い事業実施目標を明確に示した上で、従来の地方への配分や省庁別・局別の配分にと

らわれることなく、プロジェクト毎の意義や効果を第一に判断する必要がある。その基準

は、①将来的な使用価値を考慮した社会資本整備であること、②経済対策の観点から、

基本設計や土地収用が完了したもの、計画の前倒しが可能なものなど、速やかな発注・

着工が可能であること、③地方の深刻な財政事情を踏まえ、国費を中心とした財政措置

により実施が可能なものであること、などである。  
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２．雇用政策  
 雇用情勢は極めて厳しいが、これは構造要因によるもので、たとえ景気が回復してもす

ぐには好転しない可能性が大きい。今後の雇用対策は、新規雇用機会の創出とともに、

流動化と職業能力の向上による人材の最適配置を目指したものであるべきで、①失業

期間中の生活不安の解消、②能力開発による再就職支援の 2点に重点を置くべきであ
る。  
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３．税制改革  
 所得減税と法人減税が断行されるとともに、産業活力再生特別措置法において事業

再構築のための税制上の措置が講じられた。今後はさらに、産業や事業の再編成や新

事業への取組みなど、民間活力向上のための企業改革を促進する税制を整備する必

要がある。 
 また、所得・資産・消費に対する課税のあり方、国税と地方税のあり方を含め、税体系

全体の見直しに取り組む必要がある。  
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４．金融システム整備  
 2001年 4月からは、ペイオフ凍結が解除されるとともに、金融再生・健全化法の時限措
置期限となるため、公的資金の注入や特別公的管理などの措置も廃止されることとなる。

そうした中で、今最も必要なことは、各金融機関が、不良債権の処理を進め、同時に

2001年 3月までに金融再編を完了することである。そのためには、金融機関の自己責任
に基づく意思決定が重要であることは当然であるが、加えて金融再編を促進するために、

会社分割法制やそれに伴う税制などの制度整備が必要である。 
 そして同時に、遅くとも来年の通常国会までには、2001年4月からのペイオフの凍結解
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除を再確認するとともに、破綻処理については、ロス・シェアリング方式といった二次損失

対策を含み、Ｐ＆Ａ方式、ブリッジバンク方式、公的管理方式など、迅速かつ円滑に運

用可能な新しいスキームを整備する必要がある。  
 
５．規制撤廃  
 民間主導型社会を実現するために、規制撤廃・緩和の推進は重要な課題である。また、

日本経済の本格的再生に向けてサービス部門の育成が急務であり、サービス部門活性

化戦略としても規制撤廃･緩和を積極的に進める必要がある。経済同友会は、これらの

規制撤廃・緩和について、別途検討を進め、意見を取りまとめることとしているので、ここ

では例示のみにとどめる。  
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